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「望ましい営農型太陽光発電」の

あり方について

千葉エコ ・ エネルギ ー 株式会社

代表取締役 馬上丈司

第2回望ましい営農型太陽光発電に関する検討会

資料４



営農型太陽光発電で目指すもの

・農業生産に必要なエ ネルギ ー 資源を、 営農型太陽光発電などの地域内の再

生可能 エ ネルギ ー によって確保することにより、 農業機械や施設園芸にお

ける電化の進展と併せて「真の食料自給」の実現に資する取り組みとなる。

・化石燃料の普及によって失われてしまった「社会にとって不可欠な食料と
エ ネルギ ー を供給する」という農業・農村の旧来の役割を取り戻し、 経済

的な豊かさを含めて将来に亘り持続可能な農業・農村を構築する。

・優良農地の保全や低生産性農地の維持、 生物多様性の涵養や在来植物種の

保護、 遮光環境を活かした生産量増加や栽培品目の多様化、 気候変動への

適応や水資源の節約、 エ ネルギ ー 供給を通じた都市と農村や企業と農業者

の新たな関係性構築など多面的に社会的便益を実現し得る。
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農作物の品目について

・食料安全保障の観点を踏まえ、 対象とする栽培品目を食用作物
とすることは重要だと考える。 （非食用作物を否定はしない）

•今後の更なる状況の悪化が予想される、 気候変動に伴う気温上
昇や少雨などによって栽培環境が悪化するような作物栽培への
対応策として、 営農型太陽光発電を活用することも「望ましい
もの」として考慮出来るのではないか。

・同様に、 遮光環境を活かして従来は気象条件によって困難だっ
た作物の栽培（例えば夏場の関東平野部における葉物野菜）を
可能とする事例も生まれてきており、 産地の多様化などの観点
から評価することも出来るのではないか。
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補論： 一律の単収要件の不合理さ

■低生産性農地の活用制約

・例えば同 一 集落内の水田において

も、 地域の平均単収が8俵に対して

9~10俵以上取れる良田もあれば、

6~7俵しか取れない悪田も生じる。

•平均単収との比較を厳密に行うと、

悪田を無理に耕すより良田で多少

手を抜く方が基準達成は容易にな

り、 負のインセンティブが働く。

■質より量を要求する基準

・果樹栽培等においては、 あえて結

実数を減らして果実1つあたりの品

質を向上させる手法があり得る。

・しかし、 地域の平均単収に近づけ

るためには品質向上よりも単収確

保が基準として要求されるため、

「質より量」の栽培を行わざるを

得なくなってしまう問題がある。
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生産性と設備設計について

・農作業の効率性について、 農業機械については自動化や無人化も踏まえて

発電設備の空間設計を考える必要がある。 発電設備としての安全性も担保

する必要があり、 少なくとも太陽光パネル等は農作業者が容易に触れない

位置に設置すると共に、 必要な防護などの措置が取られているべきである。

・ 日射量の設計は同 一 作物でも栽培地域や品種、 季節性など考慮すべき要素

が多岐に亘ることから、 いわゆる「遮光率」だけでの判断は困難である。

各地域の汎用的な遮光の許容度合いのデ ー タが整理されるまでは、 日射量

を確保できる架台の配置パターンなどを示していくことも必要ではないか。

・垂直設置型は駐車場等の市街地における実証導入が進みつつあり、 まずは

太陽光発電設備の一形態としての設計・施工の安全性が担保されるような

ガイドライン等が策定されてから、 農地への普及を進めるべきと考える。
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生産者について

・認定農業者等の「担い手」であることが、 すなわち優良な営農

者とは言えない現状に向き合う必要はある。 同時に、 地域内で

担い手を確保できないような場合に、 他地域から担い手となる

経営体等を誘致することが望まれるような事例も考えられる。

• 10年以内の一時転用許可の要件で制度優遇されなかった兼業農

家を支援する必要もある。 企業等に務めながら米作りだけは続

けてきたような農業者が、 現在の許可基準では評価されない。

・個人・法人経営体を問わず、 長期的に経営や農業生産に従事で

きる年齢層の人材が確保出来ていることは必須と言える。
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地域共生について

・営農者への利益還元を意識するなら、 発電事業者＝営農者というモデルは
すべからく「望ましい事例」と言うべきなのか。

・必須事項とするのは困難かも知れないが、 地域計画に位置づけられたり、
それ以外にも行政計画において位置づけられた営農型太陽光発電設備は、
地域との共生が成されていると評価して差し支えないのではないか。

•太陽光発電設備を対象とする火災保険は年々加入要件が厳しくなり、 保険
料も増加している。 保険加入のあり方を対象とするのであれば、 同時に営
農型太陽光発電が農業共済（園芸施設共済など）の対象となるような措置
も必要ではないか。

・営農型太陽光発電設備の電気が農業生産に活用されることや、 地域内で
（全量ではなくとも）一定程度の消費が見込まれる場合には、 地域との共
生に繋がると評価して良いのではないか。

第2回望ましい営農型太陽光発電に関する検討会



工藤健(KUDOKen)
長方形



工藤健(KUDOKen)
長方形




